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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第44期
第３四半期
連結累計期間

第44期
第３四半期
連結会計期間

第43期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年12月31日

自　平成20年10月１日
至　平成20年12月31日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 42,178 12,815 61,276

経常損失(△) (百万円) △2,838 △4,964 △4,952

四半期(当期)純損失(△) (百万円) △6,948 △6,960 △7,491

純資産額 (百万円) ― 39,948 51,839

総資産額 (百万円) ― 77,930 85,590

１株当たり純資産額 (円) ― 690.12 894.34

１株当たり四半期
(当期)純損失(△)

(円) △119.92 △120.20 △129.21

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 51.3 60.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △7,281 ― 5,990

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 6,962 ― △3,789

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 5,547 ― △1,222

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) ― 10,130 6,532

従業員数 (名) ― 9,600 13,281

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている
事業の内容の重要な変更はありません。
　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 9,600

(注) １　従業員数は就業人員であります。

２　従業員数が当四半期連結会計期間において7,324名減少しておりますが、主として友利電電子(深セン)有限公

司および友利電電子(江西)有限公司における製造関連従業員の減少によるものです。

　　

(2) 提出会社の状況

平成20年12月31日現在

従業員数(名) 304

(注) 従業員数は就業人員であります。なお、従業員数には関係会社への出向者は含まれておりません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 生産高(百万円)

電話関連機器 9,666

無線通信・応用機器 1,347

デジタル家電機器 1,093

その他 320

合計 12,426

(注) １　金額は、原価価格によっております。

　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 受注高(百万円) 受注残高(百万円)

電話関連機器 7,368 2,020

無線通信・応用機器 1,447 431

デジタル家電機器 874 847

その他 591 18

合計 10,280 3,316

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業部門別に示すと、次のとおりであります。
　

事業部門 販売高(百万円)

電話関連機器 9,202

無線通信・応用機器 1,879

デジタル家電機器 1,149

その他 585

合計 12,815

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

（１）経営成績の分析

当第３四半期における世界経済は、より一層混迷の度合いを深め、欧州・中国・東欧などへも波及の兆しを見せてお

ります。当グループの主要市場であります北米におきましては、金融危機による個人消費の落ち込みから基幹製造業へ

も影響が拡大し、経済環境ならびに消費行動はさらに鈍化いたしました。このため、当グループの事業環境につきまして

もより厳しい状況となりました。 この結果、当第３四半期会計期間の業績につきましては、売上高12,815百万円となり

ました。上記のような状況下、工程の内製化やモデルの絞込みによる部品の共通化、オペレーションの合理化によるコス

ト削減を進めましたが、ベトナムへの生産移管による一時的な生産効率の低下や欧州向けDECTコードレス電話の設計改

善の遅れによる収益率の低下などのため、730百万円の営業損失となりました。一方、急激な円高への移行による為替差

損を4,522百万円計上したことなどから、経常損失は4,964百万円となりました。中国工場の縮小に伴い減損損失714百万

円、特別退職金690百万円、また、カーナビゲーション新規開発の中止により棚卸資産評価損703百万円を特別損失に計上

した結果、四半期純損失は6,960百万円となりました。

[電話関連機器部門]

　当部門では、北米市場において全体的な消費の冷え込みを受け出荷台数は当初予測を下回りました。一方欧州DECT市場

向けのOEM製品の出荷は拡大し、安定した売上を達成いたしました。この結果、売上台数292万台、売上高9,202百万円とな

りました。

[無線通信・応用機器部門]

　当部門では、より嗜好性・趣味性の高い製品分野となるため、北米市場の消費低迷の影響がより顕著に現れました。こ

の結果、売上台数39万9千台、売上高1,879百万円となりました。

[デジタル家電機器部門]

　当部門では、地上デジタル放送への完全移行に向け本格化する法人での地デジ対応需要により、中・小型サイズの地デ

ジ対応液晶テレビや設置用・車載用の地上デジタルチューナーなどの売上げが好調に推移いたしました。この結果、売

上台数4万7千台、売上高1,149百万円となりました。

[その他製品部門]

　当部門では、不採算事業であったACアダプタービジネスより撤退したため、売上高585百万円となりました。

（２）財政状態の分析

（資産）

　当第３四半期末の流動資産は45,269百万円（前連結会計年度末比2,755百万円増）となりました。これは、主として長

期預金の満期に伴う組み入れにより現金及び預金が839百万円増加したこと、欧州でのDECTコードレス電話事業拡大に

伴い売掛金が1,425百万円、製品在庫が1,959百万円増加したこと等によるものです。

　固定資産は32,661百万円（同10,415百万円減）となりました。これは、主として満期に伴い長期預金が7,608百万円減

少したこと、中国深セン工場の操業縮小により有形固定資産が2,106百万円減少したこと等によるものです。

　この結果、資産合計は77,930百万円（同7,660百万円減）となりました。

（負債）

　当第３四半期末の流動負債は37,835百万円（前連結会計年度末比4,087百万円増）となりました。これは、主として短

期借入金が6,448百万円増加したこと、未払費用が890百万円減少したこと等によるものです。

　固定負債は147百万円（同144百万円増）となりました。これは、主として退職給付引当金が143百万円増加したことに

よるものです。

　この結果、負債合計は37,982百万円（同4,231百万円増）となりました。

（純資産）

　当第３四半期末の純資産合計は39,948百万円（前連結会計年度末比11,891百万円減）となりました。これは、主として

利益剰余金が7,817百万円減少したこと、為替換算調整勘定が4,041百万円減少したこと等によるものです。

（３）キャッシュ・フローの状況

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純損失が7,289百万円となりましたが、為替差損2,349百万

円、たな卸資産の減少額1,974百万円等により、264百万円の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払出による収入が8,015百万円となったこと等により、7,945百万円

の増加となりました。

（財務活動によるキャッシュフロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、重要な増減はありませんでした。

　これらの結果、現金及び現金同等物は第２四半期末残高より6,440百万円増加し、第３四半期末残高は10,130百万円と

なりました。

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

（５）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は635百万円です。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 169,000,000

計 169,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 63,139,64963,139,649
東京証券取引所
　(市場第一部)

完全議決権株式であり、権利内
容に何ら限定の無い当社におけ
る標準となる株式

計 63,139,64963,139,649― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年10月１日～
平成20年12月31日

― 63,140 ― 35,999 ― 9,750

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年９月30日現在で記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式5,228,000

―
権利内容に何ら限定のない当社におけ
る標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

57,189,000
57,189同上

単元未満株式
普通株式

722,649
― 同上

発行済株式総数 63,139,649― ―

総株主の議決権 ― 57,189 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株(議決権1個)含まれて

おります。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式83株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

平成20年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
ユニデン株式会社

東京都中央区八丁堀
２丁目12番７号

5,228,000 ― 5,228,000 8.28

計 ― 5,228,000 ― 5,228,0008.28

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 730 770 617 555 530 493 414 336 175

最低(円) 601 603 538 477 470 397 240 164 135

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりでありま

す。

　

(1) 退任役員

　

役名 職名 氏名 退任年月日

代表取締役社長 ― 大森　聡 平成20年12月31日

取締役 ― 小股　淳 平成21年１月31日

取締役 ― 山田　実 平成21年１月31日

　

(2) 役職の異動

　

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

代表取締役専務 取締役 前田　弘之 平成20年８月12日

代表取締役専務 取締役 松岡　好則 平成20年８月12日

代表取締役専務 取締役 鷺山　康孝 平成20年８月12日

代表取締役社長 代表取締役専務 前田　弘之 平成21年１月１日

取締役ファウンダー 代表取締役会長 藤本　秀朗 平成21年１月１日
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内

閣府令第50号」(平成20年８月７日)附則第７条第１項第５号ただし書きにより、改正後の四半期連結財務

諸表規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間(平成20年10月　

１日から平成20年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※２
 21,623 20,784

受取手形及び売掛金 9,975 8,550

商品及び製品 6,067 4,108

仕掛品 1,024 1,307

原材料及び貯蔵品 4,437 4,389

繰延税金資産 420 998

その他 1,833 2,741

貸倒引当金 △110 △363

流動資産合計 45,269 42,514

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※１
 5,200

※１
 6,272

機械装置及び運搬具（純額） ※１
 2,335

※１
 3,475

工具、器具及び備品（純額） ※１
 1,673

※１
 2,177

土地 9,201 9,291

建設仮勘定 861 161

有形固定資産合計 19,270 21,376

無形固定資産 411 496

投資その他の資産

投資有価証券 534 621

長期預金 ※２
 11,821 19,429

その他 625 1,154

投資その他の資産合計 12,980 21,204

固定資産合計 32,661 43,076

資産合計 77,930 85,590
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,995 6,040

短期借入金 ※２
 25,448 19,000

未払費用 2,220 3,110

未払法人税等 1,652 1,718

賞与引当金 284 619

役員賞与引当金 － 115

製品保証引当金 250 296

その他 1,986 2,850

流動負債合計 37,835 33,748

固定負債

退職給付引当金 145 2

その他 2 1

固定負債合計 147 3

負債合計 37,982 33,751

純資産の部

株主資本

資本金 35,999 35,999

資本剰余金 13,848 13,848

利益剰余金 13,260 21,077

自己株式 △9,100 △9,069

株主資本合計 54,007 61,855

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 － 1

為替換算調整勘定 △14,059 △10,018

評価・換算差額等合計 △14,059 △10,017

少数株主持分 － 1

純資産合計 39,948 51,839

負債純資産合計 77,930 85,590
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 42,178

売上原価 34,162

売上総利益 8,016

販売費及び一般管理費 ※１
 10,227

営業損失（△） △2,211

営業外収益

受取利息 1,025

受取配当金 5

その他 146

営業外収益合計 1,176

営業外費用

支払利息 174

為替差損 1,587

寄付金 30

その他 12

営業外費用合計 1,803

経常損失（△） △2,838

特別利益

固定資産売却益 13

特別利益合計 13

特別損失

固定資産売却損 91

前期損益修正損 132

投資有価証券評価損 82

たな卸資産評価損 703

減損損失 ※２
 714

訴訟関連損失 172

特別退職金 769

その他 166

特別損失合計 2,829

税金等調整前四半期純損失（△） △5,654

法人税、住民税及び事業税 492

法人税等調整額 802

法人税等合計 1,294

四半期純損失（△） △6,948

EDINET提出書類

ユニデン株式会社(E01830)

四半期報告書

13/25



【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成20年10月１日
　至 平成20年12月31日)

売上高 12,815

売上原価 10,657

売上総利益 2,158

販売費及び一般管理費 ※１
 2,888

営業損失（△） △730

営業外収益

受取利息 286

受取配当金 3

その他 66

営業外収益合計 355

営業外費用

支払利息 67

為替差損 4,522

その他 0

営業外費用合計 4,589

経常損失（△） △4,964

特別利益

固定資産売却益 5

特別利益合計 5

特別損失

固定資産売却損 51

前期損益修正損 △4

投資有価証券評価損 15

たな卸資産評価損 703

減損損失 ※２
 714

訴訟関連損失 △5

特別退職金 690

その他 166

特別損失合計 2,330

税金等調整前四半期純損失（△） △7,289

法人税、住民税及び事業税 △1,220

法人税等調整額 891

法人税等合計 △329

四半期純損失（△） △6,960
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △5,654

減価償却費 1,781

減損損失 714

貸倒引当金の増減額（△は減少） △240

受取利息及び受取配当金 △1,031

支払利息 174

為替差損益（△は益） 1,227

固定資産除売却損益（△は益） 79

売上債権の増減額（△は増加） △2,569

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,541

仕入債務の増減額（△は減少） 563

その他 736

小計 △7,761

利息及び配当金の受取額 1,048

利息の支払額 △171

法人税等の支払額 △397

営業活動によるキャッシュ・フロー △7,281

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 8,015

有形固定資産の取得による支出 △1,137

有形固定資産の売却による収入 82

その他 2

投資活動によるキャッシュ・フロー 6,962

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 6,449

自己株式の取得による支出 △31

配当金の支払額 △871

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,547

現金及び現金同等物に係る換算差額 △1,630

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,598

現金及び現金同等物の期首残高 6,532

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 10,130

EDINET提出書類

ユニデン株式会社(E01830)

四半期報告書

15/25



【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

会計処理の原則及び手続の変更

　(1) 「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用

棚卸資産については、従来、主として移動平均法による低価法によっておりましたが、当連結会計年度より

「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに伴い、主

として移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低価に基づく簿価切下げの方法）により

算定しております。これに伴う営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微でありま

す。

　(2) 「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応

報告第18号　平成18年５月17日）を適用し連結決算上必要な修正を行っております。これに伴う営業損失、経常

損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。

　

【簡便な会計処理】

　
当第３四半期連結累計期間

(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。

２　棚卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高

を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿

価切下げを行う方法によっております。

３　固定資産の減価償却費の算定方法

定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定する方法に

よっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

15,210百万円

※１　有形固定資産の減価償却累計額

18,618百万円

※２　担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。

現金及び預金　　　　　　　　　6,554百万円

長期預金　　　　　　　　　　　5,462百万円

―――――――――――――――――――――

合計　　　　　　　　　　　　 12,016百万円

 

担保付債務は次のとおりであります。

短期借入金　　　　　　　　　 13,520百万円

 

　　　　　　　　　―――――――

 

　

(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　研究開発費　　　　　　　　2,814百万円

※２　減損損失

　当第３四半期連結累計期間において、当社グルー

プは以下の資産について減損損失を計上しており

ます。

遊休資産他

場所　中華人民共和国広東省深セン市他

用途　遊休資産他

種類　建物及び構築物他

友利電電子(深セン)有限公司における生産活動を

大幅に縮小すること及び友利電電子(江西)有限公

司におけるアダプター生産を停止すること等によ

り、遊休資産に区分された資産等について、帳簿価

額を回収可能価額まで減価し、減損損失（714百万

円）として特別損失に計上しております。
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第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

　　　　研究開発費　　　　　　　　635百万円

※２　減損損失

　当第３四半期連結会計期間において、当社グルー

プは以下の資産について減損損失を計上しており

ます。

遊休資産他

場所　中華人民共和国広東省深セン市他

用途　遊休資産他

種類　建物及び構築物他

友利電電子(深セン)有限公司における生産活動を

大幅に縮小すること及び友利電電子(江西)有限公

司におけるアダプター生産を停止すること等によ

り、遊休資産に区分された資産等について、帳簿価

額を回収可能価額まで減価し、減損損失（714百万

円）として特別損失に計上しております。

 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 21,623百万円

預入期間が３か月超の定期預金 11,493百万円

現金及び現金同等物 10,130百万円
 

　

EDINET提出書類

ユニデン株式会社(E01830)

四半期報告書

18/25



(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成20年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成20年４月１

日　至　平成20年12月31日）

 

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 63,139,649

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 5,254,671

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成20年６月27日
定時株主総会

普通株式 869 15平成20年３月31日 平成20年６月30日 利益剰余金

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成20年12月31日)

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

種類 契約額等(百万円)
契約額等のうち
１年超(百万円)

時価(百万円) 評価損益(百万円)

為替予約取引

　買建

　　米ドル 7,534 ― 7,274 △260

合計 7,534 ― 7,274 △260

(注)　時価の算定方法は、先物為替相場によっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　当社及び連結子会社の事業は、情報通信関連機器の製造・販売及びこれらの付帯業務の単一事業であり
ます。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　当社及び連結子会社の事業は、情報通信関連機器の製造・販売及びこれらの付帯業務の単一事業であり
ます。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

　

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

4,778 5,797 231 2,00912,815 ― 12,815

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

7,171 64 9,543 0 16,778(16,778) ―

計 11,9495,861 9,774 2,00929,593(16,778)12,815

営業利益又は営業損失(△) 27 △344 △71 △308 △696 (34) △730

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年10月31日)

　

日本
(百万円)

北米
(百万円)

東南アジア
(百万円)

オセアニア
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全
社

(百万円)

連結
(百万円)

売上高

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

13,67020,3761,283 6,84942,178 ― 42,178

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

24,242 137 29,812 0 54,191(54,191) ―

計 37,91220,51331,0956,84996,369(54,191)42,178

営業利益又は営業損失(△) 1,895△1,748△1,992 259 △1,586 (625)△2,211

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

　　　２　本邦以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1)　北米・・・・・・・・アメリカ

　　　　　(2)　東南アジア・・・・・中国・ベトナム・フィリピン

　　　　　(3)　オセアニア・・・・・オーストラリア・ニュージーランド
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【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間(自　平成20年10月１日　至　平成20年12月31日)

　

北米 オセアニア 欧州・中東 東南アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 7,627 2,009 1,675 231 28 11,570

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― 12,815

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

59.5 15.7 13.1 1.8 0.2 90.3

　

当第３四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年12月31日)

　

北米 オセアニア 欧州・中東 東南アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 24,112 6,849 6,184 1,536 252 38,933

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― ― ― 42,178

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

57.2 16.2 14.7 3.6 0.6 92.3

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

　　　(1)　北米・・・・・・・・アメリカ・カナダ

　　　(2)　オセアニア・・・・・オーストラリア・ニュージーランド

　　　(3)　欧州・中東・・・・・フランス・ドイツ・イスラエル

　　　(4)　東南アジア・・・・・中国・シンガポール

　　　(4)　その他の地域・・・・ブラジル

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第３四半期連結会計期間末
(平成20年12月31日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

690.12円 894.34円

　

２　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第３四半期連結累計期間

　
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失（△） △119.92円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ　　
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失（△）
(百万円)

△6,948

普通株式に係る四半期純損失（△）(百万円) △6,948

普通株式の期中平均株式数(千株) 57,935

　

第３四半期連結会計期間

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

１株当たり四半期純損失(△) △120.20円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益につ　　
いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式
が存在しないため記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日 
 至　平成20年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)
(百万円)

△6,960

普通株式に係る四半期純損失(△)(百万円) △6,960

普通株式の期中平均株式数(千株) 57,898
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(重要な後発事象)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成20年10月１日  至　平成20年12月31日)

１　友利電電子(深セン)有限公司の生産停止及び友利電電子(江西)有限公司の縮小
(1) 子会社生産停止の旨

　平成21年2月13日開催の取締役会において、グループ全体の収益構造をさらに強化するため今般ユニデンの
100％出資子会社である友利電電子(深セン)有限公司*（以下ユニデン深セン）を平成21年3月中に生産停止し、
合わせて友利電電子(江西)有限公司*（以下ユニデン吉安）の規模を大幅に縮小することを決議いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　*香港友利電有限公司の100％出資子会社
 
(2) 子会社生産停止・縮小の理由

　当グループでは、主要市場である北米での消費動向が鈍化する一方で、生産地である中国での人件費が高騰し、
グループ全体の収益構造を圧迫していたためベトナムへの生産移管を進めて参りました。今般世界的規模での
金融危機の拡大に伴い、経済環境の回復に当初予想より時間がかかることが懸念されることから、中国深セン工
場における生産活動を完全に停止することといたしました。また、中国吉安工場での生産活動を約1/4に縮小し、
ベトナムでの生産拡大による製造人件費の大幅な削減、および大規模オペレーションによる生産効率・物流効
率の徹底的な追求により早期黒字化に向けた体制構築を図ってまいります。
 
(3) 該当子会社等の名称、事業内容、持分比率

　社名：　　　友利電電子(深セン)有限公司
　所在地：　　中華人民共和国広東省深セン市
　事業内容：　デジタル家電製品・電子部品の製造、販売
　持分比率：　100％　

  社名：　　　友利電電子(江西)有限公司
　所在地：　　中華人民共和国江西省吉安市
　事業内容：　無線通信機器の製造、販売
　持分比率：　100％
 
(4) 生産停止・縮小時期

　平成21年3月中にユニデン深センについては生産活動を停止し、ユニデン吉安については操業を縮小する予定
です。
 
(5) 生産停止・縮小規模

　友利電電子(深セン)有限公司 ：　約1,200名から0名
  友利電電子(江西)有限公司　：　 約1,900名から約450名
 
(6) 当該生産停止・縮小による損失見込み額

　特別損失として約2,740百万円の発生を見込んでおります。
 
(7) 営業活動等への影響

　生産停止及び縮小により固定費を削減し、ベトナムへの移管により人件費を削減することで製品の収益性に貢
献する見込みであります。
 

２　第三者割当による自己株式の処分
平成20年12月15日に開催した取締役会において決議いたしました第三者割当の方法による自己株式の処分に

関して、下記のとおり処分先からの払込が完了いたしました。
(1) 自己株式の処分の内容

　①処分する自己株式の種類及び数
　　当社普通株式　1,033,000株
　②処分価額
　　１株につき168円
　③処分価額の総額
　　173,544,000円
　④処分先
　　フジファンド株式会社、当社役員、当社従業員　　
 
(2) 払込期日

　平成21年1月16日
 
(3) その他

　上記払込が完了した結果、自己株式1,789百万円及び資本準備金1,615百万円が減少しております。
 

　

２【その他】

第44期（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）通期配当については、平成20年12月11日開催の
取締役会において、これを行わない旨を決議いたしました。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年2月13日

ユニデン株式会社

取締役会　御中

　

あらた監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　村　　明　　彦　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　中　　嶋　　康　　博　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているユニ

デン株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(平

成20年10月１日から平成20年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年12

月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ユニデン株式会社及び連結子会社の平成20年

12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経

営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年２月13日開催の取締役会において、100%出資子

会社であるUniden Electronics Products(Shenzhen) Co., Ltd.の生産停止及びUniden Electronics

Products (Jiangxi) Co., Ltd.の縮小を決議した。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年１月16日に第三者割当により自己株式を処分

した。
　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
　

以　上
　
 
(注) １.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２.　四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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